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【海外株式市場・経済指標他】 ～ＧＤＰ：予想下振れも、合格点には到達～ 

・米国株式市場は大幅反落。大幅高の反動が意識されるなか、ＧＤＰ統計が利益確定売りを誘発。 

・米ＧＤＰ（４Ｑ）は前期比年率＋2.6％と市場予想（＋3.0％）を下回った。３四半期ぶりに３％を下回っ

たものの、２Ｑ：＋4.6％、３Ｑ：＋5.0％という、そもそも持続不可能な成長率からの減速であり悲観す

る必要はない。内訳は個人消費が＋4.3％と９年ぶりの高い伸びを記録した一方、機器設備投資（▲1.9％）

の弱さが足かせとなり設備投資が＋2.3％に減速。その他では純輸出のマイナス寄与（▲1.0％）が大きか

った反面、在庫（＋0.8％）の大きさが目立った。国内最終需要は＋2.8％と前期（＋4.2％）から減速した。 

・１月ミシガン大学消費者信頼感指数（確報）は98.1と速報値及び市場予想に概ね一致。現況（12月104.8→

速報108.3→確報109.3）が上方修正され一段と改善した一方、期待（86.4→91.6→91.0）は僅かに下方修

正されたが、それでも前月から著しく改善している。既往のガソリン安が消費者マインド改善に作用した

可能性が濃厚。12月小売売上高が喚起した疑念は１月小売売上高（2/12発表）によって払拭されるだろう。 

・１月シカゴＰＭＩは59.4と前月から0.6pt改善。既発表の製造業サーベイを整理すると地区連銀サーベイ

（５地区連銀の平均）が軟化した一方、Markit版ＰＭＩはほぼ横ばいであった。これら一連のサーベイは

必ずしもＩＳＭの先行指標として有効ではないが、ＩＳＭの小幅減速（55.5→54.5）を見込む市場予想の

リスクは上下に均衡していると判断される。 

 

 

 

＜主要株価指数＞ 13:43 現在

終値 前日比
日経平均※ 17537.02 -137.37 
ＮＹダウ 17,164.95 -251.90 
ＤＡＸ（独） 10,694.32 -43.55 
FTSE100（英） 6,749.40 -61.20 
CAC40(仏） 4,604.25 -27.18 
＜外国為替＞※

117.72 0.23
1.1312 0.00

＜長期金利＞※
日本 0.293 ％ 0.015 ％
米国 1.641 ％ -0.111 ％
英国 1.330 ％ -0.091 ％
ドイツ 0.302 ％ -0.057 ％
フランス 0.536 ％ -0.061 ％
イタリア 1.594 ％ -0.009 ％
スペイン 1.423 ％ -0.033 ％
＜商品＞
ＮＹ原油 48.24 ㌦ 3.71 ㌦
ＮＹ金 1278.50 ㌦ 23.90 ㌦

※は右上記載時刻における直近値。図中の点線は前日終値。

(出所）Bloomberg
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【外国為替相場・債券市場】～ユーロ圏ＣＰＩ：減速著しい～ 

・前日のＧ10通貨はJPYの強さが目立った。USD/JPYは予想対比弱めの米ＧＤＰ統計を受け、リスク回避姿勢

が強まったことを背景に一時117割れ。他方、EURは独金利低下を受けて上昇一服、1.13近傍で越週した。

週明け２日の日本時間でUSD/JPYは117後半まで切り返している（13：00）。 

・米10年金利は▲11.1bpの1.641％。予想対比弱めのＧＤＰ統計、米株下落、月末需要により米債ラリー。原

油が、稼動リグ（掘削装置）減少とのレポートを受けて急反発（ＷＴＩ：＋8.4％）すると金利低下が一服

する場面もあったが、結局、米債は高値引け。欧州債市場はコア国中心に堅調。ギリシャのファロファキ

ス財務相が「トロイカと協力するつもりはない」と発言、ギリシャ10年金利が100bpも上昇するなか、ドイ

ツ10年金利は既往最低を更新。経済指標は１月ユーロ圏CPIが前年比▲0.6％と2009年７月以降で最大の下

落率に到達。エネルギー価格（▲9.0％）が大幅に落ち込んだほか、食料品、コア財、サービス物価が何れ

減速ないしは下落幅拡大。コア物価は＋0.6％とプラス圏を維持しているが、やや長い目でみればエネルギ

ー価格下落と無縁という訳にはいかない。今後はコア物価にもエネルギー価格下落の影響が波及しよう。 

 

 

 

 

 

 

【国内株式市場・経済指標他】～中国ＰＭＩ：減速を確認～ 

・日本株は米株安と週明けオセアニア時間に進んだUSD/JPY下落を受けて安寄り後、下落幅縮小。 

・１月中国製造業ＰＭＩ（政府版）は49.8となり、2012年９月以来で初めて50を下回った。生産（51.7）、

新規受注（50.2）は辛うじて50をキープしているものの、基調は明らかに下向きで内容は良くない。本日

発表のHSBC版のＰＭＩ確報も49.7となり50割れを確認。製造業は引き続き厳しい環境に置かれているが、

政府が経済成長の減速を容認する姿勢は変わらないだろう。当分、加速感に乏しい展開が続こう。 

【注目点】～低体温症の疑いが晴れよう～ 

・今週は恒例の米指標集中ウィーク。今晩のＩＳＭ製造業指数を皮切りに雇用統計まで重要指標が続くが、

注目は何と言っても雇用統計。今月はヘッドライン（ＮＦＰ、失業率）も去ることながら、平均時給が反

転上昇するか否かに注目。12月雇用統計では平均時給が予想外に減速したため、市場参加者は米経済の

“低体温症”を疑いにかかったが、１月の平均時給が市場予想（前年比＋1.9％）を満たせば、そうした疑

念は払拭されるだろう。そもそも、失業率がNAIRU（インフレを加速させないための失業率閾値で5.2-5.5%

と推計されている）の上限に急接近し、労働需給が一段とタイト化するなかで賃金上昇シナリオが崩れる

とは考えにくい。今月の平均時給がよほどのネガティブサプライズにならない限り、米インフレ加速、米

金利上昇、USD高シナリオに変更を加えるべきでないだろう。 
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